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番  号 件             名 ページ 

議案第３４号 令和５年度足利市一般会計補正予算（第２号）について ４ 

議案第３５号 
栃木県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の

減少及び栃木県市町村総合事務組合規約の変更について 
６ 

議案第３６号 
佐野地区衛生施設組合が栃木県市町村総合事務組合から

脱退することに伴う財産処分について 
７ 

議案第３７号 足利市職員の特殊勤務手当に関する条例の改正について ９ 

議案第３８号 令和５年度足利市一般会計補正予算（第３号）について １１ 

議案第３９号 足利市手数料条例の改正について １６ 

議案第４０号 足利市男女共同参画センター条例の改正について ２３ 

議案第４１号 足利市火災予防条例の改正について ２５ 

議案第４２号 財産の取得について ２９ 

議案第４３号 足利市介護保険条例の一部を改正する条例の改正について ３０ 

議案第４４号 
足利市国民健康保険条例の一部を改正する条例の改正に

ついて 
３２ 

議案第４５号 所有権確認等請求調停事件に係る調停について ３４ 

報告第 ７ 号 令和４年度足利市一般会計継続費繰越計算書について ４８ 

報告第 ８ 号 
令和４年度足利市一般会計繰越明許費繰越計算書に

ついて 
５１ 

報告第 ９ 号 
令和４年度足利市（仮称）あがた駅北産業団地開発事業

特別会計繰越明許費繰越計算書について 
５５ 

報告第１０号 令和４年度足利市水道事業会計予算繰越計算書について ５７ 



報告第１１号 
令和４年度足利市下水道事業会計予算繰越計算書に

ついて 
６０ 

報告第１２号 
令和４年度足利市一般会計事故繰越し繰越計算書に

ついて 
６３ 



 
－４－ 

  議案第３４号 

 

   令和５年度足利市一般会計補正予算（第２号）について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  



 
－５－ 

令和５年度足利市一般会計補正予算（第２号） 

令和５年度足利市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５５０，０００千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５４，４２７，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正                   （単位千円) 

 歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

50 国庫支出金  8,261,892 550,000 8,811,892 

 15 国庫補助金 1,572,172 550,000 2,122,172 

歳 入 合 計 53,877,000 550,000 54,427,000 

 

 歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

20 民 生 費  21,703,038 550,000 22,253,038 

 10 社会福祉費 5,477,204 550,000 6,027,204 

歳 出 合 計 53,877,000 550,000 54,427,000 

 

 

 



 
－６－ 

議案第３５号 

 

栃木県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少 

及び栃木県市町村総合事務組合規約の変更について 

 

佐野地区衛生施設組合が解散することに伴い、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第 286 条第１項の規定により、令和５年１０月１日から栃木県市町村

総合事務組合を組織する地方公共団体の数を減少し、栃木県市町村総合事務組合

規約を次のとおり変更する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  

 

   栃木県市町村総合事務組合規約の一部を改正する規約 

 栃木県市町村総合事務組合規約（平成１８年栃木県指令市町村第 1212 号）の

一部を次のように改正する。 

 別表第１及び別表第２中「那須地区広域行政事務組合 佐野地区衛生施設組合」

を「那須地区広域行政事務組合」に改める。 

   附 則 

 この規約は、令和５年１０月１日から施行する。 

 



 
－７－ 

議案第３６号  

 

佐野地区衛生施設組合が栃木県市町村総合事務組合から脱退すること

に伴う財産処分について 

 

 佐野地区衛生施設組合が栃木県市町村総合事務組合から脱退することに伴う

退職手当支給事務にかかる財産処分について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第 289 条の規定により、別紙のとおり関係地方公共団体と協議のうえ定めるもの

とする。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  



 
－８－ 

佐野地区衛生施設組合が栃木県市町村総合事務組合から脱退すること

に伴う財産処分に関する協議書 

 

令和５年９月３０日をもって佐野地区衛生施設組合が栃木県市町村総合事務

組合から脱退するため、栃木県市町村総合事務組合の共同処理する事務のうち

退職手当支給事務にかかる財産処分について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第 289 条の規定により、下記のとおり定める。 

 

記 

 

 栃木県市町村総合事務組合は、栃木県市町村総合事務組合負担金等条例（平成

１８年組合条例第２１号）第１０条第１項の規定により、佐野地区衛生施設組合が、

栃木県市町村総合事務組合において退職手当支給事務を共同処理することとなった日

から当該事務を共同処理しないこととなった日までの間に納付した一般負担金、

特別負担金及び納付金の総額と、事務費に相当する金額として一般負担金の算定

の基礎となった給料月額の総額に 1000 分の 0.85 を乗じて得た額に相当する額

及び当該期間に支給した退職手当の総額の合計額との差額を佐野地区衛生施設

組合に還付するものとする。 

 

  令和５年８月３１日 

 

足利市長 早 川 尚 秀  



 
－９－ 

議案第３７号  

 

足利市職員の特殊勤務手当に関する条例の改正について 

 

次のとおり改正する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  



 
－１０－ 

足利市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

足利市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年足利市条例第６号）の

一部を次のように改正する。 

附則第４項を削る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 
－１１－ 

議案第３８号 

 

   令和５年度足利市一般会計補正予算（第３号）について 

 

 次のとおり定める。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  



 
－１２－ 

   令和５年度足利市一般会計補正予算（第３号） 

令和５年度足利市の一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，７９１，０００千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５６，２１８，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 213 条第 1項の規定により、

翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第２表 繰越明許費」によ

る。 

 （債務負担行為の補正） 

第３条 債務負担行為の変更は、「第３表 債務負担行為補正」による。 

 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

第１表 歳入歳出予算補正                   （単位千円) 

 歳 入 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

50 国庫支出金  8,811,892 740,733 9,552,625 

 10 国庫負担金 6,648,582 217,087 6,865,669 

 15 国庫補助金 2,122,172 523,646 2,645,818 

55 県 支 出 金  4,302,692 15,930 4,318,622 

 15 県 補 助 金 1,157,568 15,930 1,173,498 

70 繰 入 金  1,486,608 49,337 1,535,945 

 10 基金繰入金 1,486,608 49,337 1,535,945 



 
－１３－ 

80 諸 収 入  3,536,126 870,000 4,406,126 

 20 貸付金元利収入 3,071,400 870,000 3,941,400 

85 市   債  3,532,000 115,000 3,647,000 

 10 市   債 3,532,000 115,000 3,647,000 

歳 入 合 計 54,427,000 1,791,000 56,218,000 

 

 歳 出 

款 項 補正前の額 補 正 額 計 

15 総 務 費  3,793,483 8,030 3,801,513 

 20 戸籍住民基本台帳費 430,967 8,030 438,997 

20 民 生 費  22,253,038 136,386 22,389,424 

 10 社会福祉費 6,027,204 1,500 6,028,704 

 15 児童福祉費 9,006,996 26,031 9,033,027 

 20 老人福祉費 4,734,705 108,855 4,843,560 

25 衛 生 費  5,435,350 380,984 5,816,334 

 10 保健衛生費 2,790,450 377,904 3,168,354 

 15 清 掃 費 2,644,900 3,080 2,647,980 

35 農林水産業費  612,513 600 613,113 

 10 農 業 費 458,092 600 458,692 

40 商 工 費  3,896,377 1,265,000 5,161,377 

 10 商 工 費 3,896,377 1,265,000 5,161,377 

歳 出 合 計 54,427,000 1,791,000 56,218,000 

 

 



 
－１４－ 

第２表 繰越明許費                      （単位千円） 

款 項 事  業  名 金  額 

20 民 生 費 20 老人福祉費 整備事業費(幸楽荘大規模改修) 70,883 

25 衛 生 費 15 清 掃 費 施設等整備事業費(自動車購入) 12,000 

 

第３表 債務負担行為補正                   （単位千円） 

 インフレスライド条項適用に伴う債務負担行為の変更 

事  項 
補  正  前 補  正  後 

期    間 限 度 額 期    間 限 度 額 

新斎場建設工事

（仮設棟・火葬

棟・待合棟１） 

令和３年度から 

令和６年度まで 
1,790,000 

令和３年度から 

令和６年度まで 
1,813,108 

 

第４表 地方債補正                      （単位千円） 

 追 加 

起債の目的 限 度 額 
起 債 の 

方  法 
利  率 

償 還 の 方 法 

期  間 

(内据置期間) 
方    法 

老 人 福 祉 

事 業 費 
85,400 

普通貸借

又 は 

証券発行 

4.0％以内

（ただし、

利率見直

し方式で

借り入れ

る場合は、

当該見直

し後の利

率） 

20 年以内 

(5 年以内) 

 年賦又は半年

賦償還とする。

ただし、償還期

日は借入先と協

定するものとす

る。 

 市財政の都合

により繰上償還

のために償還年

限を短縮し、又

は低利債に借換 

えすることがで

きる。 



 
－１５－ 

 変 更 

起債の目的 限 度 額 
起 債 の 

方  法 
利  率 

償 還 の 方 法 

期  間 

(内据置期間) 
方    法 

変

更

前 

保健衛生 

事 業 費 
922,200 

普通貸借

又 は 

証券発行 

4.0 ％ 以

内（ただ

し、利率

見直し方

式で借り

入れる場

合は、当

該見直し

後 の 利

率） 

30 年以内 

(5 年以内) 

 年賦又は半年

賦償還とする。

ただし、償還期

日は借入先と協

定するものとす

る。 

 市財政の都合

により繰上償還

のために償還年

限を短縮し、又

は低利債に借換

えすることがで

きる。 

変

更

後 

保健衛生 

事 業 費 
951,800 同 上 同 上 同 上 同 上 

 



 
－１６－ 

議案第３９号 

 

足利市手数料条例の改正について 

 

次のとおり改正する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 



 
－１７－ 

足利市手数料条例の一部を改正する条例 

足利市手数料条例（平成１２年足利市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

 別表第３法第５１条ただし書（法第８７条第２項若しくは第３項又は第８８条

第２項において準用する場合を含む。）の規定による許可の項の次に次のように

加える。 

法第５２条第６項第３号

の規定による認定 

建築物の容積率の認定申請手数

料 

27,000 円 

 

別表第３法第５３条第５項の規定による許可の項中「前面道路の境界線に基づき

指定された壁面線等を越えない」を削り、同表法第５５条第３項各号の規定による

許可の項中「第５５条第３項」の次に「又は第４項」を加え、同表法第５７条

第１項の規定による認定の項の次に次のように加える。 

法第５８条第２項の規定

による許可 

高度地区における建築物の高さ

の許可申請手数料 

160,000 円 

 

別表第３法第８６条の２第１項の規定による認定の項中「一敷地内認定建築物

以外の建築物の建築認定申請手数料」を「建築物の建築等認定申請手数料」に

改め、同表法第８６条の２第２項又は第３項の規定による許可の項中「一敷地内

認定建築物又は一敷地内許可建築物以外の建築許可申請手数料」を「建築物の

建築等許可申請手数料」に改め、「（一敷地内認定建築物又は一敷地内許可建築物

を除く。以下この項において同じ。）」を削り、同表建築物省エネ法第３４条第１項

の規定による認定の項中「共用部分の面積」を「共用部分の床面積」に改め、

同表建築物省エネ法第４１条第１項の規定による認定の項を次のように改める。 

建築

物省

エネ

法第

４１

条第

１項

の規

建築物エネルギー消費性能の認定申請手数料 

  (1) 当該建築物のエネルギー消費性能（建築物省エネ法第２条第２

号のエネルギー消費性能をいう。）が建築物エネルギー消費性能

基準に適合している旨を証する書類（住宅性能評価機関又は登録

省エネ判定機関が発行したものに限る。）の添付があった場合 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

  ア 一戸建ての住宅の場合 申請１件に

つき 

 



 
－１８－ 

定に

よる

認定 

 4,700 円 

イ 共同住宅等の場合 次に掲げる面積（共用部分を計算しない

評価方法（建築物エネルギー消費性能基準であって、市長が

指定するものをいう。）を用いる場合にあっては、共用部分

の床面積を控除した面積。次項(ｲ)並びに(2)エからカまで

及びキ(ｴ)から(ｶ)までにおいて同じ。）の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に 

つき 

300 ㎡未満 9,000 円 

300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 18,000 円 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 41,000 円 

5,000 ㎡以上 74,000 円 

  ウ １の建築物全体の場合（ア及びイに掲げる場合を除く。） 

次に掲げる手数料を合算した額 

  (ｱ) 住宅部分（(ｲ)に係るものを除く。） 申請１件に

つき 

4,700 円 

  (ｲ) 共同住宅等の部分について、次に掲げる面積の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

   床面積の合計 申請１件に

つき 

   300 ㎡未満 9,000 円 

   300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 18,000 円 

   2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 41,000 円 

   5,000 ㎡以上 74,000 円 

  (ｳ) 非住宅部分について、次に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

   床面積の合計 申請１件に

つき 

   300 ㎡未満 9,000 円 

   300 ㎡以上 1,000 ㎡未満 15,000 円 

   1,000 ㎡以上 2,000 ㎡未満 25,000 円 

   2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 74,000 円 



 
－１９－ 

   5,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 110,000 円 

   10,000 ㎡以上 25,000 ㎡未満 140,000 円 

   25,000 ㎡以上 180,000 円 

(2) (1)以外の場合 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

  ア 一戸建ての住宅（モデル住宅法（建築物エネルギー消費

性能基準であって、市長が指定するものをいう。）を用いる

ものに限る。）の場合 次に掲げる面積の区分に応じ、それ

ぞれ次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

200 ㎡未満 16,000 円 

200 ㎡以上 17,000 円 

イ 一戸建ての住宅（仕様基準（建築物エネルギー消費性能

基準であって、市長が指定するものをいう。）を用いるもの

に限る。）の場合 次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

200 ㎡未満 16,000 円 

200 ㎡以上 17,000 円 

ウ 一戸建ての住宅（性能基準（建築物エネルギー消費性能

基準であって、市長が指定するものをいう。）を用いるもの

に限る。）の場合 次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

200 ㎡未満 31,000 円 

200 ㎡以上 35,000 円 

エ 共同住宅等（フロア入力法（建築物エネルギー消費性能

基準であって、市長が指定するものをいう。）の場合 次に

掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 床面積の合計 申請１件に

つき 

300 ㎡未満 30,000 円 

300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 52,000 円 



 
－２０－ 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 95,000 円 

5,000 ㎡以上 140,000 円 

オ 共同住宅等（イの仕様基準を用いるものに限る。）の場合 

次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

300 ㎡未満 30,000 円 

300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 52,000 円 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 95,000 円 

5,000 ㎡以上 140,000 円 

カ 共同住宅等（ウの性能基準を用いるものに限る。）の場合 

次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

300 ㎡未満 63,000 円 

300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 100,000 円 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 180,000 円 

5,000 ㎡以上 250,000 円 

キ １の建築物全体の場合（アからカまでに掲げる場合を除く。） 

次に掲げる手数料を合算した額 

  (ｱ) 住宅部分（(ｴ)から(ｶ)までに係るものを除き、アのモデル

住宅法を用いるものに限る。） 次に掲げる面積の区分に

応じ、それぞれ次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

200 ㎡未満 16,000 円 

200 ㎡以上 17,000 円 

(ｲ) 住宅部分（(ｴ)から(ｶ)までに係るものを除き、イの仕様

基準を用いるものに限る。） 次に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

 床面積の合計 申請１件に

つき 

200 ㎡未満 16,000 円 

200 ㎡以上 17,000 円 



 
－２１－ 

(ｳ) 住宅部分（(ｴ)から(ｶ)までに係るものを除き、ウの性能

基準を用いるものに限る。） 次に掲げる面積の区分に応じ、

それぞれ次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

200 ㎡未満 31,000 円 

200 ㎡以上 35,000 円 

(ｴ) 共同住宅等の部分（エのフロア入力法を用いるものに

限る。） 次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に定

める額 

  

 

床面積の合計 申請１件に

つき 

300 ㎡未満 30,000 円 

300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 52,000 円 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 95,000 円 

5,000 ㎡以上 140,000 円 

(ｵ) 共同住宅等の部分（イの仕様基準を用いるものに限る。）

次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 床面積の合計 申請１件に

つき 

300 ㎡未満 30,000 円 

300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 52,000 円 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 95,000 円 

5,000 ㎡以上 140,000 円 

(ｶ) 共同住宅等の部分（ウの性能基準を用いるものに限る。） 

次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

300 ㎡未満 63,000 円 

300 ㎡以上 2,000 ㎡未満 100,000 円 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 180,000 円 

5,000 ㎡以上 250,000 円 



 
－２２－ 

(ｷ) 非住宅部分（建築物エネルギー消費性能適合性判定の部

(1)の款アの項に規定するモデル建物法を用いるものに

限る。） 次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ次に

定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

300 ㎡未満 80,000 円 

300 ㎡以上 1,000 ㎡未満 100,000 円 

1,000 ㎡以上 2,000 ㎡未満 130,000 円 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 210,000 円 

5,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 280,000 円 

10,000 ㎡以上 25,000 ㎡未満 340,000 円 

25,000 ㎡以上 400,000 円 

(ｸ) 非住宅部分（建築物エネルギー消費性能適合性判定の部

(1)の款イの項に規定する標準入力法・主要室入力法を用いる

ものに限る。） 次に掲げる面積の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

  床面積の合計 申請１件に

つき 

300 ㎡未満 210,000 円 

300 ㎡以上 1,000 ㎡未満 260,000 円 

1,000 ㎡以上 2,000 ㎡未満 330,000 円 

2,000 ㎡以上 5,000 ㎡未満 480,000 円 

5,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 590,000 円 

10,000 ㎡以上 25,000 ㎡未満 700,000 円 

25,000 ㎡以上 800,000 円 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の別表第３の規定は、この条例の施行の日以後の申請

に係る手数料について適用し、同日前の申請に係る手数料については、なお従前

の例による。 

 



 
－２３－ 

議案第４０号 

 

足利市男女共同参画センター条例の改正について 

 

次のとおり改正する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 



 
－２４－ 

足利市男女共同参画センター条例の一部を改正する条例 

足利市男女共同参画センター条例（平成１７年足利市条例第９号）の一部を

次のように改正する。 

別表第５講習室の項の次に次のように加える。 

第６講習室 ４５人 1,760 円 2,750 円 3,300 円 

附 則 

１ この条例は、令和５年８月１日から施行する。 

２ この条例による改正後の足利市男女共同参画センター条例（以下「新条例」

という。）の規定による施設の利用に関し必要な手続、申請その他の準備行為は、

この条例の施行の日前においても、新条例の規定の例により行うことができる。  

 

 



 
－２５－ 

議案第４１号 

 

足利市火災予防条例の改正について 

 

次のとおり改正する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 



 
－２６－ 

足利市火災予防条例の一部を改正する条例 

足利市火災予防条例（平成２年足利市条例第１４号）の一部を次のように改正

する。 

第１１条の２第１項中「自動車等（道路交通法（昭和３５年法律第 105 号）

第２条第１項第９号に規定する自動車又は同項第１０号に規定する原動機付

自転車をいう。第１２号において同じ）をいう。以下この項において同じ。）に」

を「自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他これらに類するものをいう。

以下同じ。）にコネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するためのもの

をいう。以下同じ。）を用いて」に、「及び全出力 200 キロワットを超えるものを

除く。）をいう」を「を除く。）をいい、分離型のもの（変圧する機能を有する

設備本体及び充電ポスト（コネクター及び充電用ケーブルを収納する設備で、

変圧する機能を有しないものをいう。以下同じ。）により構成されるものをいう。

以下同じ。）にあっては、充電ポストを含む」に改め、同項第１号中「不燃材料で

造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するときは」を「次に掲げる

ものにあっては」に改め、同号に次のように加える。 

ア 不燃材料で造り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面するもの 

  イ 分離型のものにあっては、充電ポスト 

 第１１条の２第１項第２号に次のただし書を加える。 

ただし、分離型のものの充電ポストにあっては、この限りでない。 

 第１１条の２第１項第６号中「急速充電設備」を「コネクター」に改め、同項

第７号中「急速充電設備と電気自動車等の接続部に」を「コネクターが電気自動車

等に接続され、」に、「接続部が」を「コネクターが当該電気自動車等から」に改め、

同項第１１号中「緊急停止させることができる措置を講ずる」を「緊急に停止する

ことができる装置を、当該急速充電設備の利用者が異常を認めたときに、速やか

に操作することができる箇所に設ける」に改め、同項第１２号中「自動車等」を

「急速充電設備と電気自動車等」に改め、同項第１３号中「（充電用ケーブルを



 
－２７－ 

電気自動車等に接続するための部分をいう。以下この号において同じ。）」を削り、

同項第１６号中「当該蓄電池」の次に「（主として保安のために設けるものを除く。）」

を加え、同項中第１８号を第１９号とし、第１７号を第１８号とし、同号の前に

次の１号を加える。 

(17) 急速充電設備のうち分離型のものにあっては、充電ポストに蓄電池（主と

して保安のために設けるものを除く。）を内蔵しないこと。 

第１６条第１項中「いう」の次に「。以下同じ」を加える。 

 第２３条第３項を削り、同条第４項第２号中「併せて図記号による標識を

設けるときは、別表第７に定めるものとしなければならない」を「健康増進法

（平成１４年法律第 103 号）第３３条第２項に規定する喫煙専用室標識を設ける

場合においてはこの限りでない」に改め、同項を同条第３項とし、同項の次に

次の１項を加える。 

４ 第２項又は前項第２号に規定する標識と併せて図記号による標識を設ける

ときは、「禁煙」又は「火気厳禁」と表示した標識と併せて設ける図記号に

あっては、国際標準化機構が定めた規格第 7010 号又は日本産業規格Ｚ8210 に

適合するものとし、「喫煙所」と表示した標識と併せて設ける図記号にあっては、

国際標準化機構が定めた規格第 7001 号又は日本産業規格Ｚ8210 に適合する

ものとしなければならない。 

 第２３条第５項中「前項第２号」を「第３項第２号」に改める。 

 別表第７を次のように改める。 

別表第７ 削除 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の２第１項の改正

規定及び次項の規定は、令和５年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 



 
－２８－ 

２ 第１１条の２第１項の改正規定の施行の際現に設置され、又は設置の工事が

されているこの条例による改正後の足利市火災予防条例第１１条の２第１項

に規定する急速充電設備に係る位置、構造及び管理に関する基準の適用に

ついては、なお従前の例による。 

３ この条例による改正後の第２３条第３項第２号の規定の適用については、

当分の間、同号中「喫煙専用室標識」とあるのは、「喫煙専用室標識又は健康

増進法の一部を改正する法律（平成３０年法律第７８号）附則第３条第１項の

規定により読み替えて適用される健康増進法第３３条第２項に規定する指定

たばこ専用喫煙室標識」と読み替えるものとする。  

 



 
－２９－ 

議案第４２号 

 

財産の取得について 

 

次のとおり財産を取得する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 

 

記 

 

１ 取得財産の表示  救助工作車（Ⅱ型） １台 

 

２ 取 得 金 額  １９９，０８９，０００円 

 

３ 取 得 の 方 法  指名競争入札 

 

４ 取 得 先  東京都港区芝五丁目３６番７号 三田ベルジュビル１９階 

株式会社モリタ 東京支店 

             支店長 山 北 忠 司 

 

 

 

 

 



 
－３０－ 

議案第４３号 

 

足利市介護保険条例の一部を改正する条例の改正について 

 

次のとおり改正する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 



 
－３１－ 

足利市介護保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

足利市介護保険条例の一部を改正する条例（令和２年足利市条例第１１号）の

一部を次のように改正する。 

附則第２項中「令和３年度分及び」を削り、「令和４年４月１日から令和５年３月

３１日まで」を「令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の附則第２項の規定

は、令和５年４月１日から適用する。 

 

 



 
－３２－ 

議案第４４号 

 

足利市国民健康保険条例の一部を改正する条例の改正について 

 

次のとおり改正する。 

 

令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 



 
－３３－ 

足利市国民健康保険条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

足利市国民健康保険条例の一部を改正する条例（令和２年足利市条例第１３号）

の一部を次のように改正する。 

附則第２項中「令和３年度分及び」を削り、「令和４年４月１日から令和５年

３月３１日まで」を「令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の附則第２項の規定

は、令和５年４月１日から適用する。 



 
－３４－ 

議案第４５号 

 

所有権確認等請求調停事件に係る調停について 

 

次のとおり調停を成立させる。 

 

令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀 



 
－３５－ 

所有権確認等請求調停事件に係る調停の内容は、次のとおりとする。 

 

○ 当事者 

 申立人 

   

    

 相手方 

   

    

 相手方 

  足利市本城三丁目２１４５番地 

   足利市 

    足利市長 早 川 尚 秀 

 

○ 調停条項 

 １、申立人、相手方    （以下「相手方甲」という。）、相手方足利市

（以下「相手方乙」という。）及び利害関係人は、別紙１物件目録記載１の

土地の範囲が、別紙３「公図と現況対比図」のＳ２６５、Ⓧ、㋺、ⓒ、Ⓓ、

ⓐ、ⓑ、㋑、２６０、２５１、２７１、２９８、２７０、２６９、Ｓ２６５

の各点を順次直線で結ぶ線で囲まれた範囲であることを相互に確認する。 

 ２、申立人は、相手方甲に対し、別紙１物件目録記載２の土地（以下「本件

土地２」という。）につき、別紙４「土地所在図、地積測量図」の③のとおり

分筆登記手続をした上、本日付け和解を原因とする所有権移転登記手続を

する。 

 ３、申立人、相手方甲及び利害関係人は、別紙１物件目録記載５の土地の範囲

が、別紙３「公図と現況対比図」の㋺、㋩、㋥、５４、２５６、２６１、④、



 
－３６－ 

㋑、ⓑ、ⓐ、Ⓓ、ⓒ、㋺の各点を順次直線で結ぶ線で囲まれた範囲である

ことを相互に確認する。 

 ４、申立人、相手方甲及び利害関係人は、本日、申立人、相手方甲及び利害

関係人の共有である別紙１物件目録記載５の土地を分割し、次のとおり各自

の単独所有とする。 

  （１）申立人の所有部分  別紙１物件目録記載８の土地（別紙５「土地

所在図、地積測量図」の③部分）（以下、この

土地を「本件土地８」という。） 

  （２）相手方甲の所有部分 別紙１物件目録記載６の土地（別紙５「土地

所在図、地積測量図」の②部分）（以下、この土

地を「本件土地６」という。） 

  （３）相手方甲の所有部分 別紙１物件目録記載７の土地（別紙５「土地

所在図、地積測量図」の①部分）（以下、この土

地を「本件土地７」という。） 

 ５、申立人、相手方甲及び利害関係人は、本件土地６につき、別紙５「土地

所在図、地積測量図」の②のとおり分筆登記手続をした上、申立人は、相手方甲

に対し、申立人の共有持分について、本日付け共有物分割を原因とする共有

持分全部移転登記手続をする。 

 ６、申立人、相手方甲及び利害関係人は、本件土地７につき、別紙５「土地

所在図、地積測量図」の①のとおり分筆登記をした上、申立人は、相手方甲

に対し、申立人の共有持分について、本日付け共有物分割を原因とする共有

持分全部移転登記手続をする。 

 ７、申立人、相手方甲及び利害関係人は、本件土地８につき、別紙５「土地

所在図、地積測量図」の③のとおり分筆登記手続をした上、相手方甲及び

利害関係人は、申立人に対し、各共有持分について、それぞれ本日付け

共有物分割を原因とする共有持分全部移転登記手続をする。 
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 ８、申立人及び相手方乙は、本日、申立人の所有する別紙１物件目録記載３の

土地（以下「本件土地３」という。）と、相手方乙の所有する別紙２物件目録

（分筆登記手続後予定地番）記載１の土地（以下「本件土地（分筆予定地）

１という。」を交換する。 

 ９、申立人は、相手方乙に対し、本件土地３につき、別紙４「土地所在図、地

積測量図」の②のとおり分筆登記手続をした上、本日付け交換を原因とする

所有権移転登記手続をする。 

 １０、前項の分筆登記手続費用及び所有権移転登記手続費用は、申立人の負担

とする。 

 １１、申立人及び相手方乙は、本日、申立人が、相手方乙に対し、本件土地３

を引き渡し、相手方乙が、本件土地３の引渡しを受けたことを相互に確認する。 

 １２、相手方乙は、申立人に対し、本件土地（分筆予定地）１及び別紙２物件

目録（分筆登記手続後予定地番）記載２の土地（以下「本件土地（分筆予定

地）２」という。）の分筆、表示及び保存登記手続に必要な書類を交付する

ことを約束する。 

 １３、本件土地（分筆予定地）１及び本件土地（分筆予定地）２の分筆、表示

及び保存登記手続費用は、申立人の負担とする。 

 １４、申立人及び相手方乙は、本日、相手方乙が、申立人に対し、本件土地

（分筆予定地）１を引き渡し、申立人が本件土地（分筆予定地）１の引渡し

を受けたことを相互に確認する。 

 １５、相手方甲及び利害関係人は、申立人及び相手方乙に対し、本件土地２

及び本件土地６は、水路として使用されている土地であることを認める。 

 １６、相手方乙、相手方甲及び利害関係人は、本件土地２及び本件土地６に

ついて、相手方甲及び利害関係人を「貸主」、相手方乙を「借主」とする使用

賃借契約を締結することを約束する。なお、この契約を締結するときは、

別紙７「無償使用承諾書」という書面を用いるものとし、別紙７「無償使用
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承諾書」の詳細については、相手方乙、相手方甲及び利害関係人が協議の上

決めることとする。 

 １７、調停費用は、各自の負担とする。 
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別紙１ 

物件目録 

 

１ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番１ 

  地  目    宅地 

  地  積    ３１２．８０平方メートル 

 

２ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番１ 

  地  目    宅地 

  地  積    ３１２．８０平方メートル 

          のうち 

          別紙４「土地所在図、地積測量図」のⓍ、㋺、ⓒ、Ⓑ、Ⓨ、

２９７、Ⓧの各点を順次直線で結んだ部分５．７７平方

メートル 

          （別紙４「土地所在図、地積測量図」の③部分） 

 

３ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番１ 

  地  目    宅地 

地  積    ３１２．８０平方メートル 

          のうち 

          別紙４「土地所在図、地積測量図」のＳ２６５、Ⓧ、２９７、

２９９、２９８、２７０、２６９、Ｓ２６５の各点を順次

直線で結んだ部分３７．７７平方メートル 
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          （別紙４「土地所在図、地積測量図」の②部分） 

 

４ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番３ 

  地  目    宅地 

  地  積    ３７３．１５平方メートル 

 

５ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番４ 

  地  目    雑種地 

  地  積    ４８平方メートル 

 

６ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番４ 

  地  目    雑種地 

  地  積    ４８平方メートル 

          のうち 

          別紙５「土地所在図、地積測量図」の㋺、ⓒ、㋥、㋩、㋺

の各点を順次直線で結んだ部分７．１６平方メートル 

          （別紙５「土地所在図、地積測量図」の②部分） 

 

７ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番４ 

  地  目    雑種地 

  地  積    ４８平方メートル 

          のうち 
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          別紙５「土地所在図、地積測量図」のⓒ、㋥、５４、２５６、

２６１、④、Ｂ１２５、Ⓓ、ⓒの各点を順次直線で結んだ

部分３２平方メートル（面積３２．５４平方メートル） 

          （別紙５「土地所在図、地積測量図」の①部分） 

 

８ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番４ 

  地  目    雑種地 

  地  積    ４８平方メートル 

          のうち 

          別紙５「土地所在図、地積測量図」のⒹ、Ｂ１２５、④、

㋑、ⓑ、ⓐ、Ⓓの各点を順次直線で結んだ部分９．２４

平方メートル 

          （別紙５「土地所在図、地積測量図」の③部分） 
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別紙２ 

物件目録（分筆登記手続後予定地番） 

 

１ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番１０ 

  地  目    水路 

  地  積    別紙６「土地所在図、地積測量図」の２７６、２７１、２５１、

２６０、２５７、２５０、２７５、２７６の各点を順次直線

で結んだ部分３７平方メートル（面積３７．５１平方メートル） 

          （別紙６「土地所在図、地積測量図」の①部分） 

 

２ 所  在    足利市田島町字砂田 

  地  番    ８２番１１ 

  地  目    水路 

  地  積    別紙６「土地所在図、地積測量図」の２７２、２７６、２７５、

２７２の各点を順次直線で結んだ部分６．２５平方メートル 

          （別紙６「土地所在図、地積測量図」の②部分） 

 

 

 

 

 



43 



44 



45 



46 



47 
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報告第 ７ 号 

 

令和４年度足利市一般会計継続費繰越計算書について 

 

 次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  
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令和４年度足利市一般会計継続費繰越計算書 

 

款 項 事業名 継続費の総額 

令和４年度継続費予算現額 

予算計上額 
前 年 度 

逓次繰越額 
計 

45 土木費 
15 道路橋 

りょう費 

五十部町

４号線道

路改良事

業（踏切道

路改良工

事） 

円 円 円 円 

 

102,000,000 

 

35,000,000 

 

0 

 

35,000,000 
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支出済額及

び支出見込

額 

残 額 
翌 年 度 

逓次繰越額 

左の財源内訳 

繰越金 
特定財源 

国県支出金 地方債 その他 

円 円 円 円 円 円 円 

 

0 

 

35,000,000 

 

35,000,000 

 

1,650,000 

 

19,250,000 

 

14,100,000 

 

0 
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報告第 ８ 号 

 

令和４年度足利市一般会計繰越明許費繰越計算書について 

 

 次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  
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令和４年度足利市一般会計繰越明許費繰越計算書 

 

款 項 事 業 名 金  額 
翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

既 収 入 特 定 

財 源 
未  収  入 

特 定 財 源 
一 般 財 源 

 

15総務費 

 

10 総務管

理費 

 

防災対策事

業費 

円 円 円 円 円 

1,914,000 1,914,000 0 国    956,000 958,000 

  公共施設等

適正管理推

進事業費 

1,232,000 616,000 0 0 616,000 

20民生費 15 児童福

祉費 

民間保育所

等施設整備

費補助金 

131,910,000 131,910,000 0 
国  87,940,000 

債  43,500,000 
470,000 

 20 老人福

祉費 

整備事業費

（幸楽荘設

備整備） 

2,728,000 2,728,000 0 0 2,728,000 

25衛生費 10 保健衛

生費 

新型コロナ

ウイルスワ

クチン接種

体制確保事

業費 

150,926,000 150,926,000 0 国 150,926,000 0 

  新型コロナ

ウイルス対

策予防接種

費 

70,000,000 43,270,000 0 国  43,270,000 0 

  斎場再整備

事業費 25,314,000 1,100,000 0 0 1,100,000 

 15 清掃費 地区環境保

全協議会交

付金等 

2,500,000 1,043,000 0 0 1,043,000 

  クリーンセ

ンター（南部

クリーンセン

ター焼却施設

改修） 

393,800,000 393,800,000 0 債 393,700,000 100,000 

  施設管理運

営費（最終処

分場） 

3,900,000 2,180,000 使  2,180,000 0 0 

 
 ごみ処理施

設等建設事

業費 

137,390,000 134,294,000 国 28,291,000 債  89,400,000 16,603,000 
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35農林水 

産業費 

15 林業費 林道事業費 
10,700,000 10,700,000 0 債  10,600,000 100,000 

45土木費 15 道路橋

りょう費 

急傾斜地崩

壊対策事業

費等負担金 

13,588,000 13,139,000 0 債  13,100,000 39,000 

  道路メンテ

ナンスサイ

クル事業費 

19,340,000 19,340,000 0 国   9,812,000 9,528,000 

  自動車購入

等（更新） 5,510,000 3,959,000 0 0 3,959,000 

  五十部町４

号線道路改

良事業費 

18,180,000 15,352,000 0 
国   4,494,000 

債   9,600,000 
1,258,000 

  江川利保通

り道路改良

事業費 

44,900,000 27,569,000 0 
国  14,066,000 

債  11,200,000 
2,303,000 

  単独道路改

良事業費 70,600,000 57,883,000 0 債  55,000,000 2,883,000 

  通学路安全

対策等事業

費 

11,521,000 9,545,000 0 債   8,500,000 1,045,000 

  冠水対策事

業費 8,770,000 3,862,000 0 債   3,400,000 462,000 

  橋りょう維

持補修費 10,000,000 6,200,000 0 債   5,500,000 700,000 

  橋りょう整

備事業費 7,657,000 7,657,000 0 債   6,800,000 857,000 

  橋りょう長

寿命化修繕

事業費 

52,180,000 47,280,000 0 
国  24,904,000 

債  13,200,000 
9,176,000 

 20 河川費 一般排水路

工事費 77,346,000 73,422,000 0 債  73,000,000 422,000 

  河川排水路

浚渫等工事

費 

5,000,000 4,941,000 0 0 4,941,000 

 25 都市計

画費 

（仮称）足

利スマート

ＩＣ関連事

業費 

8,520,000 8,520,000 0 債   8,400,000 120,000 
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  大日西土地

区画整理事

業費 

2,800,000 2,800,000 0 
国   1,100,000 

債   1.100,000 
600,000 

  中央土地区

画整理事業

費 

45,835,000 45,835,000 0 
国  22,417,000 

債  20,200,000 
3,218,000 

  西新井地区

環境改善事

業費 

1,800,000 1,298,000 0 債   1,100,000 198,000 

  山辺西部第

一土地区画

整理事業費 

64,243,000 47,189,000 諸  31,800,000 
国   8,189,000 

債   7,200,000 
0 

  山辺西部第

二土地区画

整理事業費 

117,152,000 66,550,000 0 
国  18,525,000 

債  46,300,000 
1,725,000 

  一般公園施

設整備事業

費 

32,000,000 32,000,000 0 
国  15,500,000 

債  15,500,000 
1,000,000 

 30 住宅費 市営住宅再

編計画推進

事業費 

5,173,000 5,173,000 使   5,173,000 0 0 

50消防費 10消防費 消防・救急

活動事務費 13,266,000 13,266,000 0 0 13,266,000 

  消防自動車

等整備事業

費 

86,012,000 86,012,000 0 債  83,400,000 2,612,000 

55教育費 15 小学校費 校舎等維持

補修費 2,574,000 1,925,000 0 0 1,925,000 

  学校保健特

別対策事業

費 

4,400,000 4,400,000 0 国   2,200,000 2,200,000 

 20 中学校費 学校保健特

別対策事業

費 

2,200,000 2,200,000 0 国   1,100,000 1,100,000 

 25 社会教

育費 

樺崎寺跡保

存整備事業

費 

5,475,000 5,475,000 0 
国   2,737,000 

債   2,400,000 
338,000 

 30 保健体

育費 

地域運動施

設維持補修

費 

4,077,000 4,077,000 0 0 4,077,000 
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報告第 ９ 号 

 

令和４年度足利市（仮称）あがた駅北産業団地開発事業特別会計

繰越明許費繰越計算書について 

 

 次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  
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令和４年度足利市（仮称）あがた駅北産業団地開発事業特別会計繰越明許費繰越計算書 

 

款 項 事業名 金  額 
翌 年 度 

繰 越 額 

左 の 財 源 内 訳 

既 収 入 特 定 

財 源 

未  収  入 

特 定 財 源 
一般財源 

 

10産業団

地開発

事業費 

 

10 産業団

地開発

事業費 

 

産業団地

開発事業

費 

円 円 円 円 円 

124,589,000 124,589,000 繰入 12,489,000 債 112,100,000 0 

 



 
－５７－ 

報告第１０号 

 

令和４年度足利市水道事業会計予算繰越計算書について 

 

 次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  
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令和４年度足利市水道事業会計予算繰越計算書 

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額 

 

款 項 事 業 名 予算計上額 
支 払 義 務 

発  生  額 

翌 年 度 

繰 越 額 

資本的支出 建設改良費 

 

天王浄水場次亜消毒設備 

更新工事（電気設備工事） 

 

円 円 円 

27,918,000 0 26,950,000 

天王浄水場次亜消毒設備 

更新工事（機械設備工事） 
21,153,000 8,100,000 12,162,000 

叶花増圧場計装・監視盤等 

更新工事 
36,729,000 0 35,200,000 

本城配水場配水池防水工事 39,160,000 10,600,000 27,515,000 

南部浄水場配水流量計等 

更新工事 
18,161,000 7,000,000 10,600,000 

大前浄水場１号取水ポンプ

盤更新工事 
6,820,000 2,600,000 4,000,000 

坂西浄水場４号配水ポンプ

等更新工事 
20,196,000 6,000,000 13,789,000 

今福浄水場外流量計 

更新工事 
33,462,000 12,900,000 19,550,000 

舗装復旧工事 

（市道昌平町 1号線外） 
13,068,000 5,000,000 7,650,000 

配水管更新工事 

（県道桐生岩舟線）その２ 
33,055,000 11,400,000 20,962,000 

配水管更新工事 

（市道利保町１丁目 26 号線

外） 

23,111,000 8,900,000 13,430,000 

配水管移設工事 

（県道借宿西新井線） 
14,542,000 5,100,000 8,914,000 

配水管移設工事 

（国道２９３号）その３ 
7,997,000 3,100,000 4,710,000 

配水管移設工事 

（国道２９３号）その４ 
16,665,000 6,500,000 9,824,000 

配水管布設工事 

（区画道路５２号線外） 
5,918,000 0 5,764,000 
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左の財源内訳 

不 用 額 

翌年度繰越額に

係る繰越を要する

たな卸資産の

購入限度額 

説 明 

企業債 
損益勘定 

留保資金 

円 円 円 円  

10,100,000 16,850,000 968,000 0 
資材の調達に不測の日数を要するた

め。 

6,000,000 6,162,000 891,000 0 
資材の調達に不測の日数を要するた

め。 

17,600,000 17,600,000 1,529,000 0 
資材の調達に不測の日数を要するた

め。 

0 27,515,000 1,045,000 0 施工に不測の日数を要するため。 

0 10,600,000 561,000 0 
工法の選定に不測の日数を要するた

め。 

1,900,000 2,100,000 220,000 0 
資材の調達に不測の日数を要するた

め。 

5,200,000 8,589,000 407,000 0 施工に不測の日数を要するため。 

9,700,000 9,850,000 1,012,000 0 
資材の調達に不測の日数を要するた

め。 

0 7,650,000 418,000 0 
資材の調達に不測の日数を要するた

め。 

8,400,000 12,562,000 693,000 0 
地元関係者との調整に不測の日数を

要するため。 

0 13,430,000 781,000 0 施工に不測の日数を要するため。 

0 8,914,000 528,000 0 
県発注の道路築造工事（県道借宿西

新井線）と施工時期の調整を要するた

め。 

0 4,710,000 187,000 0 
県発注の電線共同溝工事（国道２９

３号朝倉町地内）と施工時期の調整を

要するため。 

0 9,824,000 341,000 0 
県発注の道路築造工事（国道２９３

号田所町地内）と施工時期の調整を要

するため。 

0 5,764,000 154,000 0 
市発注の道路築造工事（山辺西部第

一土地区画整理事業）と施工時期の調

整を要するため。 



 
－６０－ 

報告第１１号 

 

令和４年度足利市下水道事業会計予算繰越計算書について 

 

 次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  



 
－６１－ 

令和４年度足利市下水道事業会計予算繰越計算書 

地方公営企業法第２６条第１項の規定による建設改良費の繰越額 

 

款 項 事 業 名 予算計上額 
支 払 義 務 

発  生  額 

翌 年 度 

繰 越 額 

資本的支出 建設改良費 

 

足利市公共下水道ストック 

マネジメント計画に伴う 

管渠実施設計業務委託 

円 円 円 

17,000,000 3,600,000 13,400,000 

足利市公共下水道 

全体計画の変更及び

事業計画の変更に伴う

業務委託 

19,800,000 4,700,000 15,100,000 

足利市公共下水道 

山辺西部土地区画整理

地区築造工事（第 B 工区） 

4,200,000 0 4,200,000 

足利市公共下水道 

福居町地区築造工事 

（第 Y-3 工区） 

7,800,000 2,400,000 5,400,000 

南大町地区管路施設 

改築工事その２ 
22,400,000 7,800,000 14,600,000 



 
－６２－ 

 

 

 

左の財源内訳 

不 用 額 

翌年度繰越額に係る 

繰越を要するたな卸 

資産の購入限度額 

説 明 

国庫補助金 企 業 債 
損 益 勘 定 

留 保 資 金 

円   円 円  

4,372,500 8,000,000 1,027,500 0 0 
工法の選定に不測の日

数を要するため。 

0 0 15,100,000 0 0 
関係機関との協議に不

測の日数を要するため。 

0 3,000,000 1,200,000 0 0 

市発注の道路築造工事

（山辺西部第一土地区画

整理事業）と施工時期の調

整を要するため。 

0 3,500,000 1,900,000 0 0 
関係地権者との調整に

不測の日数を要するため。 

0 11,700,000 2,900,000 0 0 
関係地権者との調整に

不測の日数を要するため。 

 

 



 
－６３－ 

報告第１２号 

 

令和４年度足利市一般会計事故繰越し繰越計算書について 

 

 次のとおり報告する。 

 

  令和５年６月９日提出 

 

足利市長 早 川 尚 秀  



 
－６４－ 

 令和４年度足利市一般会計事故繰越し繰越計算書 

 

款 項 事 業 名 
支 出 負 担 

行 為 額 

左 の 内 訳 
支 出 負 担 

行為予定額 

翌 年 度 

繰 越 額 
支 出 済 額 支出未済額 

 

45 土木費 
 

20 河川費 

 

水門等管理

費 

円 円 円 円 円 

3,683,000 3,606,000 77,000 0 77,000 

25 都市計

画費 

一般公園施

設整備事業

費 
30,437,000 26,109,000 4,328,000 0 4,328,000 

 



 
－６５－ 

 

 

左 の 財 源 内 訳 

説 明 
既 収 入 

特 定 財 源 

未 収 入 

特 定 財 源 
一 般 財 源 

円 円 円 

受託者の業務停止により、委託金の請求がなく、支払ができ

ないため。 0 0 77,000 

国 2,100,000 0 2,228,000 
 工事請負者の業務停止により、工事請負費の請求がなく、支

払ができないため。 

 

 


